
アメリカ・韓国・北朝鮮 危険な武力対抗は止めよ

朝鮮戦争が起これば、安保法制で自衛隊が出動する事に
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11
月
19
日
戦
争
法
廃
止
宣
伝

北
朝
鮮
の
挑
発
を
利
用
し
て
大
軍
拡
・
憲
法
改
憲

は
許
せ
な
い
。
日
本
を
ア
メ
リ
カ
の
戦
争
に
引
き
ず

り
込
む
、
戦
争
法
を
廃
止
さ
せ
ま
し
ょ
う

11
月
19
日(

土
）
午
後
3
時
～

3
時
30
分

阪
急
桂
駅
西
口

午
後
4
時
30
分
よ
り
市
役
所
前
で
も
集
会
と
デ
モ
行
進
が
行
わ

れ
ま
す
。

呼
び
か
け

西
京
九
条
の
会
連
絡
会

憲
法
守
ろ
う
高
ら
か
に
・
円
山
集
会
に
１
６
０
０
人

日
銀
為
替
介
入
を
考
え
る

円
安
が
続
い
て
い
ま
す
、
世
界
の
金
利
が
上
が
っ
て
い
る
の
に
、

日
本
は
ほ
ぼ
ゼ
ロ
金
利
、
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
後
遺
症
で
す
。

8
月
末
か
ら
日
銀
が
保
有
し
て
い
る
「
米
ド
ル
売
り
円
買
い
介
入
」

を
行
っ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
今
ま
で
は
次
の
よ
う
に
ド
ル
買
い
を

行
っ
て
い
ま
し
た
。(

１
ド
ル
75
円
か
ら
１
２
０
円
台
で
購
入)

１
９
９
９
年
か
ら
２
０
０
４
年
、
５
０
兆
６
千
億
円
の
ド
ル
買
い

２
０
１
０
年
か
ら
２
０
１
１
年

１
６
兆
４
千
億
円
の
ド
ル
買
い

今
回
売
っ
た
ド
ル
は
９
兆
２
千
億
円
分
、
円
安
で
円
ベ
ー
ス
で
は

｢

大
儲
け｣

で
す
。
こ
の
お
金(

埋
蔵
金
？)

を
国
民
の
た
め
に
使
え

と
い
う
と｢

外
国
為
替
会
計
だ｣

と
拒
否
し
て
い
る
よ
う
で
す
。

さ
ら
に
世
界
で
一
番
多
く
ア
メ
リ
カ
国
債
を
保
有
し
て
い
ま
す
が
、

政
府
は
保
有
額
を
一
切
公
表
し
て
い
ま
せ
ん
。
日
経
新
聞
に
よ
る
と

1
兆
２
１
２
８
億
ド
ル
と
報
道
さ
れ
て
い
ま
す
。
金
利
が
上
が
る
と

債
権
は
下
が
り
ま
す
。
ア
メ
リ
カ
の
経
済
を
支
え
る
こ
と
よ
り
日
本

の
暮
ら
し
を
支
え
る
よ
う
に
活
用
し
て
ほ
し
い
で
す
ね
。

若
者
よ
！
戦
争
反
対
で
立
ち
上
が
ろ
う

「
中
国
・
北
朝
鮮
や
ロ
シ
ア
が
日
本
を
攻
め
て
く
る｣

か
ら
防
衛
費

を
今
の
２
倍
の
11
兆
円
ま
で
上
げ
る
と
自
民
・
公
明
・
維
新
が
あ
お
っ

て
い
ま
す
。
維
新
は
核
兵
器
ま
で
保
有
す
る
こ
と
を
叫
び
、
敵
基
地

先
制
攻
撃
も
あ
り
得
る
こ
と
を
主
張
し
て
い
ま
す
。

敵
基
地
攻
撃
能
力
・
継
戦
能
力
を
強
化
す
る
と
、
予
算
案
を
積
み

上
げ
て
い
ま
す
が
、
何
を
購
入
す
る
か
決
め
て
い
な
い
と
い
う｢

ど
ん

ぶ
り
勘
定｣
、
ア
フ
ガ
ン
や
イ
ラ
ク
戦
争
で
先
制
攻
撃
に
使
わ
れ
た
の

が
ト
マ
ホ
ー
ク
ミ
サ
イ
ル
で
す
。
射
程
は
１
２
５
０
キ
ロ
・
メ
ー
ト

ル
、
1
発
1
～
2
億
円
。
ア
メ
リ
カ
か
ら
購
入
で
す
。
イ
ー
ジ
ス

艦
に
搭
載
す
る
な
ど
の
論
議
が
さ
れ
て
い
ま
す
。

す
で
に
「
い
ず
も
」
「
か
が
」
の
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
空
母
は
改
造
さ

れ｢

軽
空
母｣

と
し
て
ス
テ
ル
ス
戦
闘
爆
撃
機
Ｆ
35
Ｂ
を
搭
載
で
き
ま

す
。
装
備
を
ど
ん
ど
ん
買
え
ば
不
足
す
る
の
は
自
衛
隊
の
人
員
で
す
。

自
衛
隊
は
慢
性
的
に
人
員
不
足
で
、｢

パ
ワ
ハ
ラ
・
セ
ク
ハ
ラ
」
横

行
、
防
衛
白
書
で
は
「
依
然
と
し
て
年
間
60
人
以
上
の
貴
重
な
隊
員

の
命
が
自
殺
に
よ
り
失
わ
れ
て
い
る
」
と
し
て
い
ま
す
。

今
年
の
防
衛
大
学
卒
業
生
４
７
９
人
中
７
２
名
が
自
衛
隊
か
ら
去
っ

た
、
災
害
救
援
な
ど
国
民
の
た
め
に
働
き
た
い
願
い
が
、
海
外
で
闘

う
事
に
な
る
ギ
ャ
ッ
プ
に
耐
え
ら
れ
な
く
な
っ
た
の
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。
徴
兵
制
復
活
は
許
し
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

日
本
の
生
き
る
道
は
平
和
外
交
中
心
で

前
線
で
闘
う
事
が
無
い
国
会
議
員
な
ど
が｢

外
国
軍
と
闘
え｣

と
叫

ん
で
い
る
の
は
戦
前
の
歴
史
と
同
じ
で
す
。
兵
士
と
一
般
国
民
あ
わ

せ
て
３
１
０
万
人
が
戦
争
で
命
を
失
い
、
多
く
の
国
民
が
財
産
を
失

い
ま
し
た
。

こ
の
痛
恨
の
中
で
生
ま
れ
た
の
が
日
本
国
憲
法
で
す
。
外
国
と
し
っ

か
り
外
交
努
力
を
強
め
、
戦
争
は
絶
対
し
な
い
立
場
を
崩
す
べ
き
で

は
あ
り
ま
せ
ん
。

隠
蔽
さ
れ
た
セ
ク
ハ
ラ
・
や
っ
と
謝
罪
へ

五
ノ
井
（
ご
の
い
）
里
奈
さ
ん
（
22
）
は
、
陸
上
自
衛
隊
に
所

属
し
て
い
た2021

年
の
6
月
～
8
月
、
複
数
の
上
官
か
ら
集
団

で
セ
ク
ハ
ラ
を
受
け
た
と
い
う
。
上
長
に
被
害
を
訴
え
て
も
取
り

合
っ
て
も
ら
え
ず
、
自
衛
隊
内
の
捜
査
機
関
に
被
害
届
を
出
し
て

も
、
検
察
か
ら
は
不
起
訴
と
さ
れ
た
。
ユ
ー
チ
ュ
ー
ブ
な
ど
で
告

発
し
、
国
会
で
も
問
題
に
な
り
や
っ
と
謝
罪
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

憲
法
が
公
布
さ
れ
た
11
月
３
日
、

円
山
音
楽
堂
で
は
小
森
陽
一
さ
ん

が
「
戦
争
法
を
な
く
そ
う
」
と
講

演
、
市
役
所
前
ま
で
デ
モ
行
進
を

し
ま
し
た
。



国名 人口
国民一人あたりの

軍事費(年間)

アメリカ ３億３千万人 ３０９、０９１円

中国 １４億４千万人 ２６、０４２円

日本 １億２千万人

１０兆円なら

８３、３３３円

インド １４億人 ７、０００円

敵基地攻撃能力（反撃能力）は必要か？

自民党や維新は、相手が撃つ前に敵基地や政権中枢

まで攻撃する！と勇んでいますが、もしそんなことを

すれば日本が先制攻撃をすることになり、相手国から

「自衛の反撃」をされるのは当然になります。

また、相手国の基地すべてに攻撃を一気にやること

になると全面戦争となります。

一方岸田政権は原発を新増設することまで決めてい

ますが、この原発が攻撃対象になることはロシアのウ

クライナ侵略を見ても明らかです。つまり、戦争が起

こると考えていないのでは？

アメリカに尽くす日本
日本が購入予定の「敵基地攻撃能力」や「戦闘継戦

能力」（弾薬などの補充）の多くはアメリカから購入

すると思われます。

アメリカなどの軍事産業を喜ばすことになります。

予算だけ先走り、何を買う

か決まっていないというおか

しいことが起こっています。

軍事費を日本が増やせば中

国なども増やすことになり、

終わりのない軍拡競争になり

ます。国民一人当たりの軍事

費では中国などは余裕がありますが日本は非常に厳し

く、国力のない日本が中国の軍拡についていけるはず

がありません。

また、自衛隊は慢性的な要員不足であり新たに軍装

備を増やせば隊員の増員が避けられず徴兵制への道に

なるのではないでしょうか。

外交力を強めるのが一番
北朝鮮のミサイル発射についても日本政府は「北京

の外交ルート」を通じて抗議したと、わけのわからな

い主張をしています。

拉致被害者の開放を本気でやるなら北朝鮮と外交関

係が絶対必要ですが、なんでもアメリカ頼みでいいの

でしょうか。

中国ともしっかり外交関係を強化して「戦争は絶対

しない」関係を作るべきです。双方の利益のためには

平和が一番です。

世界は消費税減税・日本は増税
国民無視の政治を終わらしましょう

異常な円安によって物価が上がり、国民生活の窮乏が止ま

りません。

赤字国債を発行して電気代・ガス代の補助をしていくなど

の「経済対策」を発表していますが、なぜか消費税は減税ど

ころか増税の議論がされています。

世界の９９か国（地域）で消費税が減税されていますが、

自民党も公明党も減税に踏み込みません。物価が上がれば消

費税も当然上がります。1000円の商品を買えば消費税は100円
ですが1100円に値上がりすれば消費税は110円です。税理士で
立正大客員教授の浦野広明氏（税法）の試算によると、物価

が1％上昇すれば、年間の消費税額は約2000億円増えるといい
ます。

消費者物価は３％を超えています、財務省は6000億円の増
収ににんまりしているのではないでしょうか。

国際的にも安すぎる賃金により物価を下げていた日本です。

今こそ賃金を大幅に上げ､消費税を下

げ､税金は大企業の法人税をあげる。

富裕層の株の売却益や配当金課税を

上げて｢１億円の壁｣を取り除くこと

が必要です。


